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 高槻市総合雨水対策アクションプランの概要 
 

本市では平成２４年の集中豪雨で発生した浸水被害を契機に総合的な雨水対策を行う

必要があることから、平成 25 年 2 月に「高槻市総合雨水対策基本方針」を策定し、平

成２７年２月には総合的な雨水対策の具体的な取組を示した行動計画「高槻市総合雨水

対策アクションプラン」を策定しました。 

また、その後の全国的な災害の激甚化、頻発化を受け、国においては、行政・企業・住

民等のあらゆる関係者が協働して、流域全体で取り組む「流域治水」による治水対策が

令和２年度に発表されました。 

本市の総合雨水対策は「流域治水」の考え方を全国に先駆けて取り組んでいるもので

あり、重点施策として推進してまいります。 

 

 ・ 総合雨水対策アクションプランの基本的な考え方  

◆総合雨水対策の目標 （20 年後） 

 

▼総合雨水対策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 進捗管理  

PDCA サイクルに基づく進捗管理を行い、アクションプランを進捗する上での課題やよ

り効果的な事業の実施について調査・検討を行い、その結果により、概ね５年毎に見直し

更なる進捗を図ります。 

 

 

 

取組ごとに年度目標を設定・実施、年度末に実施内容・結果による評価を行い、翌年度の

目標設定に反映します。これらの内容を進捗状況表に取りまとめています。 

  

更なる 
浸水被害の軽減 

都市機能の確保 
個人財産の保護 

降雨量 
mm/h 

ハード対策 

ソフト対策 

時間 

 

計画降雨に基づく 
下水道の雨水施設整備 

ピーク流出量の抑制 

雨水流出抑制 

自助・共助 110 

48 

令和 16 年度 平成 27 年度 見直し 見直し 見直し 

 浸水被害から人命の安全を確保する 
 できるかぎり都市機能の確保や個人財産の保護をはかり、浸水被害の最小化を目指す 
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・ 令和４年度の実施状況  

 アクションプランは「雨水対策施設の整備」、「雨水流出抑制・保水機能の保全」、「水害に

対する備え」の三つの基本方針で構成されています。令和４年度における各方針の代表的な

実施状況は以下のとおりです。 

 

 

１．雨水対策施設の整備 

雨水対策として、これまでの下水道を中心とした雨水排水施設整備に加え、計画降雨を超

える降雨時のピーク流出量を抑える等の対策を行いました。 

 

 

○計画降雨に基づく雨水幹線等の整備 

雨水取口は、大雨により増水した水路の水を

流域下水道雨水幹線に分水することで、周辺地

区の浸水被害を軽減させるものです。 

川添公園の再整備に合わせて、柳川地区（１

－７排水分区）における雨水取口の整備に着手

しました。 

 

 

 

 

 

○国へ定期的な要望活動の継続 

国管理河川である淀川の整備について、高槻

市長が会長を務める淀川右岸治水促進期成同盟

を通じ、淀川水系の治水事業促進に関する要望

書を近畿地方整備局へ提出しました。 

気候変動の影響を踏まえた河川整備計画に基

づく治水対策を重点的・集中的に実施すること

や、流域治水の取組みの加速化、事業実施のた

めの財政措置などを強く要望しました。 

 

 

 

 

淀川右岸治水促進期成同盟 
（令和４年８月 近畿地方整備局にて） 

柳川地区 雨水取口整備 

遮断ゲート 

雨水取口 

渡辺局長 
（近畿地方整備局） 

濱田市長 
(高槻市） 

森山市長 
(摂津市） 

山田町長 
(島本町） 
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○JR 高槻駅北駅前広場雨水貯留施設の整備 

 近年頻発している集中豪雨から浸水被害を軽減するため、計画を超える降雨時のピーク流

出量を抑える対策として、雨水貯留施設の整備を実施しています。 

令和３年度から JR 高槻駅北駅前広場の整備にあわせて進めてきた雨水貯留施設（約２５

０㎥）が、令和５年３月に完成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇保水性舗装の整備 

 市街地での雨水浸透力を確保し、水路や下

水道施設への負担を軽減するため、道路改修

時に歩道部において透水性舗装の整備を行い

ました。令和４年度は、JR 高槻駅北駅前広

場の整備にあわせて、保水性平板ブロックを

用いた歩道および広場の整備を実施しまし

た。 

 

 

 

 

○小学校等における雨水流出抑制施設の設置 

集中豪雨などの大雨時に、一時的に校庭に 

雨水を貯留させ、付近一帯の浸水被害の軽減

を図るため、若松小学校のグラウンド改修に

あわせて雨水流出抑制施設（約１１５㎥）を整

備しました。また、第三中学校にも雨水流出抑

制施設（約２２７㎥）を整備しました。 

 

 雨水流出抑制施設（若松小学校） 

雨水貯留施設の工事状況 

保水性平板ブロック 
（ＪＲ高槻駅北駅前広場） 

雨水が溜まる場所 
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〇高槻城公園内の雨水流出抑制施設の整備 

令和２年に供用開始した雨水貯留施設（５６５０ｍ３）に加えて、令和５年３月に高槻城公

園芸術文化劇場南館の地下貯留槽と堀を活用した雨水流出抑制施設（約１３１１ｍ３）が完成

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○水防ため池や防災重点ため池などの 

適切な維持管理への支援 

出水期前に防災・減災対策を重点的に推進す

る１５か所の水防ため池について、大阪府と合

同でパトロールを実施しました。さらに、下流

に家屋があるため池９か所をパトロールの対

象に拡大しました。 

点検結果は、ため池管理者へ通知するととも

に、点検での指摘事項について改善策等を求め

ています。 

 

その他、以下の取組を実施しました。 

 ・雨水ポンプ場および雨水取口等の定期的な点検・整備による機能確保 

 ・津之江北町、栄町などで浸水対策として L 型街渠の改修工事を実施 

 ・市内各所において集水桝の改修を実施 

 ・幹線水路等の浚渫・除草・水草撤去等による水路機能の確保 

 ・道路側溝や集水桝の清掃および浚渫の実施 

 ・川添公園の再整備に合わせて雨水流出抑制施設を設置 

 ・中消防署富田分署での雨水流出抑制施設の設計 

 ・農業用排水機場の定期的な点検・整備による機能確保 

 ・水路補修やため池の修繕など農業基盤の維持管理支援を５団体に実施 

山手中池（山手町一丁目） 

高槻城公園 芸術文化劇場南館および堀 

雨水流出抑制施設（堀） 

南館周辺の堀 

南館周辺の堀 
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２．雨水流出抑制・保水機能の保全 

雨水の流出抑制を行うには、行政だけでなく市民・事業者のみなさんとの連携・協力が必

要です。そこで、市民・事業者のみなさんの取組の支援を行いました。 

 

○台風被害を受けた森林の復旧事業 

平成３０年台風第２１号による市北部地域での甚大な風倒木被害に対して、大阪府森林組

合が実施する森林災害復旧事業を支援しています。 

発災直後、平成３０年度から５か年にわたり支援してきた「森林災害復旧事業」が完了し、

約１２３ha の森林再生を行いました。 

今後も引き続き、被災森林の再生を含めた森林の保全に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市街地における緑地の保全 

雨水の貯留・浸透による雨水流出量の抑制

に寄与する緑地を保全するため、民間の開発

事業において緑化協議を行い、緑化協定を 

３４件締結しました。 

また、市民が協働して行う地域緑化を支援 

するため、「高槻市緑花推進連絡会」と連携し

て、自治会などの１３６団体に花苗を配布し

ました。 

 

 
市民協働での緑化の推進 

台風被害の復旧状況 

苗木にネットを被せて 
食害対策を実施 

被災直後 復旧後（上空より） 

復旧後（地上より） 
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〇雨水タンクの設置促進 

市民が自ら居住する住宅に、市が指定する省エネルギー

機器等を設置する費用の一部を助成する制度（エコハウス

補助金）を運用し、雨水タンクの設置を支援しました。 

令和４年度は、本制度を活用し６件の雨水タンク（合計

容量：920Ｌ）が設置されました。引き続き、助成制度を

通じて雨水タンクの設置を促進します。 

 

 

 

 

その他、以下の取組を実施しました。 

 ・雨水流出抑制に関する条例策定に向けた情報収集 

 ・協議した民間開発事業すべてにおいて雨水流出抑制施設の設置指導 

 ・民間施設（建築物）等における開発の際に、事業者に屋上緑化を推奨 

 

 

３．水害に対する備え 

災害から生命・財産を守るためには、市民一人ひとりが普段から危機意識を持ち、備えを

怠らないことが重要となります。そこで災害意識を高めるため、情報提供の充実や出前講座

の実施、地域での自助・共助の取組の支援を図りました。 

 

〇ハザードマップを活用した講座を実施 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、感染防止対策を徹底した上で、

１４件の出前講座を実施し、344 人が受講されました。 

また、第八中学校の防災学習の一環として「自分たちでもできる身近な防災・減災」をテ

ーマに、水害の基礎知識や災害情報の入手方法などを学習し、安満遺跡公園内雨水貯留施設

の見学を行いました。 

雨水タンクの設置 

出前講座の実施状況（第八中学校） 
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○小中学校で自然災害を想定した避難訓練を実施 

 小中学校における防災教育の充実を図るため、

各学校で安全教育副読本「たかつき安全 NOTE」

を活用した学習や、自然災害を想定した避難訓練

を実施しました。 

 また、各学校の安全対策を担う教職員を対象と

した研修会に加え、水害・土砂災害についての知

識を学び防災教育で活用してもらうため、教職員

を対象とした研修も実施しました。 

 

 

 

〇まるごとまちごとハザードマップの設置 

 更なる普及・危機意識の醸成を図るため、

昨年度の公民館等１７か所に加えて今年度

は小中学校３０か所に浸水リスクを表示す

る「まるごとまちごとハザードマップ（浸水

深標識）」を設置しました。 

 

 

 

 

 

 

〇市民防災協議会の発足を支援 

市との協働により、市民防災組織（地区防災

会及び自主防災会）を核に、各種機関・団体と

連携し、各種防災施策や人材育成手法の検討な

ど、各地区の防災活動を支援し、更なる地域防

災力の向上を図ることを目的とした「市民防災

協議会」の発足支援を実施しました。 

 

 

 

 

たかつき安全 NOTE 

市民防災協議会の役割 

まるごとまちごとハザードマップ 
（北大冠小学校） 

３.６ｍ地点 
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○企業との協定締結 

 災害時における企業との連携を強化するた

め、令和４年度に災害時応援協定を、以下２

団体と締結しました。 

 ・株式会社ダスキン 

 ・関西移動販売車組合 

 

 

 

 

 

○モデル地区でコミュニティタイムラインを

作成 

モデル地区でワークショップを実施し、地域

の避難行動を時系列に整理したコミュニティ

タイムラインを作成しました。また、地域の災

害時要援護者の支援体制についても検討し、市

全域大防災訓練にて、要援護者支援等訓練を実

施しました。 

 

 

 

 

 

 

その他、以下の取組を実施しました。 

 ・家屋の耐水化や止水板・排水ポンプなどの設置促進、地下・半地下の 

浸水対策についての啓発チラシの配架 

・自治会等が行う側溝や水路の清掃活動での土のう袋の配布や発生土砂の回収 

 ・ジェイコムウエスト高槻局との連携による防災情報サービスを実施 

 ・高槻自主防災組織連絡会に対し防災活動の活性化を図るため、訓練物資等を支援 

 ・地区コミュニティに対して地域振興補助金（防災活動事業費）の交付による支援 

 ・要配慮者利用施設に対する通信連絡体制の整備 

 

  

ワークショップの様子 

企業との災害時における協定締結 
（関西移動販売車組合） 
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・ 高槻市全域大防災訓練（令和５年１月２３日から１月２９日）  

高槻市コミュニティ市民会議との共催による高槻市全域大防災訓練を実施しました。 

特別警報級の台風接近に伴い淀川が氾濫するなどの大規模風水害・土砂災害を想定し、 

１月２３日から２７日にかけて防災情報取得訓練を、２８日には市内４２か所の小中学校を

訓練会場とした市民避難訓練等を実施しました。 

また、２９日には、防災について楽しく学んでもらう機会として総合防災訓練フェスを実

施しました。２８日から２９日にかけてのべ約３２，０００人の方が参加・来場されました。 

さらに、市全域大防災訓練の締めくくりとして、３月１９日に防災シンポジウムを開催し、

「高槻市市民防災協議会」発足式のほか、立谷相馬市長による基調講演や立谷市長と濱田市

長との特別対談が行われ、約１，３００人の方が参加されました。 

 

【１月２８日（土）市民避難訓練の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

水防訓練 
（嶋上郡衙跡附寺跡仮設広場） 

避難所運営訓練（磐手小学校） 災害対策本部図上訓練（総合センター） 

要配慮者支援訓練（柳川地区） 
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【１月２９日（日）総合防災訓練フェス】 

 

 

 

 

 

 

【３月１９日（日）防災シンポジウム】 

 

 

 

今後も総合雨水対策アクションプランに基づき、ハードとソフトを組み合わせ、総合的に

浸水被害軽減に努めていきます。 

ハザードマップクイズ大会 浸水対策事業・マンホールトイレ・ 
パネル展示等 

消防よる総合救助訓練 地震体験車などの防災体験 

立谷相馬市長による基調講演 濱田市長・立谷市長による特別対談 


